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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】優れた耐久性を有し生産効率を高めることが可
能な太陽電池用保護シート、および太陽電池モジュール
を提供する。
【解決手段】太陽電池用保護シート１は、基材１１と、
その一方の面に積層されたタイレイヤー１２と、その上
の面に積層された封止材接着層１３とを備え、基材１１
はポリエステル系材料のフィルムから形成され、当該ポ
リエステル系材料に含有されるポリエステルはその末端
カルボキシル基濃度が４０当量／トン以下であり、タイ
レイヤー１２は水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）
およびイソシアネート成分（Ｂ）を含有する接着剤組成
物（α）から形成されて、水酸基末端ウレタンプレポリ
マー（Ａ）は、エーテル結合を主鎖に有するとともに（
メタ）アクリルロイル基を有し、接着剤組成物（α）は
、テルペンフェノール樹脂およびそれらの水添化合物か
らなる群から選ばれる一種または二種以上のテルペンフ
ェノール成分（Ｃ）を含有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、前記基材の一方の面に積層されたタイレイヤーと、前記タイレイヤーの前記基
材に対向する側と反対側の面に積層された封止材接着層とを備えた太陽電池用保護シート
であって、
　前記基材はポリエステル系材料のフィルムから形成され、当該ポリエステル系材料に含
有されるポリエステルはその末端カルボキシル基濃度が４０当量／トン以下であり、
　前記タイレイヤーは水酸基末端ウレタンプレポリマーおよびイソシアネート成分を含有
する接着剤組成物から形成されたものであって、
　前記水酸基末端ウレタンプレポリマーは、エーテル結合を主鎖に有するとともに（メタ
）アクリルロイル基を有し、
　前記接着剤組成物は、テルペンフェノール樹脂およびそれらの水添化合物からなる群か
ら選ばれる一種または二種以上のテルペンフェノール成分を含有すること
を特徴とする太陽電池用保護シート。
【請求項２】
　前記テルペンフェノール成分は軟化点が８０℃以上である請求項１に記載の太陽電池用
保護シート。
【請求項３】
　前記テルペンフェノール成分の前記水酸基末端ウレタンプレポリマー１００質量部に対
する含有量と前記テルペンフェノール成分の水酸基価との積の合計量は、５０質量部・ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ以上２００００質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以下である請求項１または２に記載
の太陽電池用保護シート。
【請求項４】
　前記封止材接着層はポリオレフィン系樹脂を含有する請求項１から３のいずれか一項に
記載の太陽電池用保護シート。
【請求項５】
　太陽電池セル、前記太陽電池セルを包容する封止材、および前記封止材の主面のそれぞ
れに積層される二つの保護部材を備える太陽電池モジュールであって、
　前記保護部材の少なくとも一方は請求項１から４のいずれか一項に記載される太陽電池
用保護シートからなることを特徴とする太陽電池モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽電池モジュールの表面保護シートまたは裏面保護シートとして用いられ
る太陽電池用保護シート、および当該太陽電池用保護シートを備えた太陽電池モジュール
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　太陽の光エネルギーを電気エネルギーに変換する太陽電池モジュールは、大気汚染や地
球温暖化などの環境問題に対応して、二酸化炭素を排出せずに発電できるクリーンなエネ
ルギー源として注目されている。
【０００３】
　一般に、太陽電池モジュールは、ガラス板、光電変換セル、封止材および裏面保護シー
ト（バックシート）から概略構成されている。セルがフレキシブルな場合には、ガラス板
の代わりに表面保護シート（フロントシート）が用いられる。
　太陽電池モジュールは、例えば、ガラス板の上に、封止材、光電変換セル、封止材、裏
面保護シートをこの順に重ね、真空下で気泡を取り除き、さらに１２０～１５０℃で加熱
することにより一体化される。
【０００４】
　裏面保護シートや表面保護シートなどの太陽電池用保護シートが封止材から剥離する可
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能性を低減させるために、太陽電池用保護シートにおける太陽電池モジュールに組み込ま
れる際に封止材に最も近位となる層を、封止材に対する熱融着性を有する層とする場合が
ある。本明細書において、太陽電池用保護シートにおける、太陽電池モジュールに組み込
まれる際に封止材に最も近位となる層であって、封止材に対する熱融着性を有する層を、
封止材接着層という。
【０００５】
　そのような太陽電池用保護シートの具体例としては、耐加水分解性樹脂フィルム、水蒸
気遮断性樹脂フィルムおよび白色樹脂フィルムが積層された積層シートの片面に、イソシ
アネート基含有ポリマーを架橋剤とする接着層、およびエチレン系共重合樹脂を含有する
熱接着性樹脂層（封止材接着層）がこの順に積層されたものが開示されている（例えば特
許文献１）。
【０００６】
　ここで、太陽電池モジュールには長期の耐久性、具体的には、長期間使用しても外観の
劣化や発電効率の著しい低下が生じないことなどが求められる。太陽電池モジュールの最
外層に配置される太陽電池用保護シートには、当該シートを構成する各層の内部破壊や積
層された層間での剥離が長期にわたって生じにくいことなどが、太陽電池モジュールが優
れた耐久性を達成するための具体的な特性として求められる。
【０００７】
　特に、上記の特許文献１に開示されるような、基材をなす樹脂フィルム（上記の特許文
献１では複数のフィルムの積層シート）、および基材が封止材接着層から剥離する可能性
を低減させるために設けられるタイレイヤー（上記の特許文献１では接着層）を備えた太
陽電池用保護シートでは、タイレイヤーを構成する材料が経時劣化して基材が封止材接着
層から剥離する可能性が高まり、結果的に太陽電池用保護シートの耐久性を低下させる場
合がある。このため、上記の構造を備えた太陽電池用保護シートでは、このタイレイヤー
を構成する材料の経時劣化の問題に適切に対応することが求められる。
　このような経時劣化の問題を解決する手法として、例えば、特許文献２に開示されるよ
うな、湿熱条件下においても経時的な凝集力低下が生じにくい接着剤を、タイレイヤーを
形成するための材料として用いることが考えられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００９－２００３９８号公報
【特許文献２】特開２０１２－６７２７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところが、特許文献２に開示される接着剤を太陽電池用保護シートのタイレイヤーを構
成する材料としてそのまま適用すると、次のような問題が生じることが、本発明者らの検
討により明らかになった。
【００１０】
　太陽電池モジュールは、前記のように、１２０～１５０℃の加熱工程を経て製造される
が、タイレイヤーの凝集力が不足すると、タイレイヤーが熱により変形し、タイレイヤー
の層間破壊、タイレイヤーと基材又は封止材接着層との界面破壊などが発生することがあ
る。
【００１１】
　タイレイヤーの凝集力を高めるためには、接着剤組成物の硬化反応を十分に進行させる
必要があり、太陽電池用保護シートを高温環境下で養生することが効果的であるが、養生
工程を高温環境下にて行うと、基材と封止材接着層との熱収縮率の相違から、養生工程中
に太陽電池用保護シートにカールが生じ、モジュールに組み込まれる際に不適切なものが
形成されてしまう。
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【００１２】
　それゆえ、このカール発生を回避するためには、養生工程における環境温度を低下させ
ることが最も現実的な対応である。ところが、養生工程を室温程度の低温環境下にて行う
と、特許文献２に開示される接着剤を用いて形成されたタイレイヤーの養生期間は特に長
くなって、生産効率が低下してしまう。
【００１３】
　かかる現状を背景として、本発明は、優れた耐久性を有するとともに生産効率を高める
ことが可能な太陽電池用保護シート、およびこの太陽電池用保護シートを備える太陽電池
モジュールを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　優れた耐久性を有するとともに生産効率を高めるという課題を達成すべく本発明者が検
討したところ、タイレイヤーを構成する材料に、エーテル結合を主鎖に有するとともに（
メタ）アクリロイル基を有する水酸基末端ウレタンプレポリマーおよびイソシアネート成
分から形成された接着剤組成物を用い、その接着剤組成物にさらにテルペンフェノール成
分を含有させることによって、上記課題を解決することができるとの新たな知見を得た。
なお、本明細書において、（メタ）アクリロイル基とは、アクリロイル基およびメタクリ
ロイル基の両方を意味する。（メタ）アクリレートなどの類似用語も同様である。
【００１５】
　係る知見に基づき完成された本発明は、第１に、基材と、前記基材の一方の面に積層さ
れたタイレイヤーと、前記タイレイヤーの前記基材に対向する側と反対側の面に積層され
た封止材接着層とを備えた太陽電池用保護シートであって、前記基材はポリエステル系材
料のフィルムから形成され、当該ポリエステル系材料に含有されるポリエステルはその末
端カルボキシル基濃度が４０当量／トン以下であり、前記タイレイヤーは水酸基末端ウレ
タンプレポリマーおよびイソシアネート成分を含有する接着剤組成物から形成されたもの
であって、前記水酸基末端ウレタンプレポリマーは、エーテル結合を主鎖に有するととも
に（メタ）アクリルロイル基を有し、前記接着剤組成物は、テルペンフェノール樹脂およ
びそれらの水添化合物からなる群から選ばれる一種または二種以上のテルペンフェノール
成分を含有することを特徴とする太陽電池用保護シートである（発明１）。
【００１６】
　上記の発明に係る接着剤組成物に含有される水酸基末端ウレタンプレポリマーはエーテ
ル結合を主鎖に有するため、接着剤組成物から形成されたタイレイヤー内の、水酸基末端
ウレタンプレポリマーを含む樹脂成分（以下、「樹脂成分」と略記する。）は、湿熱条件
下においても加水分解が比較的生じにくい。また、上記のウレタンプレポリマーが有する
（メタ）アクリロイル基は、タイレイヤー内の樹脂成分を分解して低分子量化させるラジ
カル種を補足したり、（メタ）アクリロイル基同士が重合したりすることによって、タイ
レイヤー内の樹脂成分を低分子量化しにくくすることができる。したがって、タイレイヤ
ー内の樹脂成分の低分子量化に基づくタイレイヤーの凝集力の低下が生じにくい。
【００１７】
　接着剤組成物が含有するテルペンフェノール成分は、そのフェノール性水酸基が基材の
タイレイヤーに対向する側の面に存在する材料と化学的に相互作用するため、タイレイヤ
ーと基材との間の界面剥離を生じにくくさせることができる。しかも、テルペンフェノー
ル成分は、接着剤組成物の塗膜を乾燥させた段階（本明細書において「タイレイヤー形成
直後」ともいう。）における、タイレイヤーの凝集力を高めることができる。硬化反応の
進行が十分ではない状態でも凝集力が高いため、タイレイヤーを製造する際の養生期間を
短縮することができる。
【００１８】
　上記発明（発明１）において、前記テルペンフェノール成分は軟化点が８０℃以上であ
ることが好ましい（発明２）。テルペンフェノール成分の軟化点が上記の範囲を満たすこ
とにより、タイレイヤー形成直後におけるタイレイヤーの凝集力をより安定的に高めるこ



(5) JP 2015-138900 A 2015.7.30

10

20

30

40

50

とができる。
【００１９】
　上記発明（発明１，２）において、前記テルペンフェノール成分の前記水酸基末端ウレ
タンプレポリマー１００質量部に対する含有量と前記テルペンフェノール成分の水酸基価
との積の合計量（本明細書においてこの合計量を「水酸基量」ともいう。）は、５０質量
部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２００００質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましい（
発明３）。水酸基量が上記範囲を満たすことにより、基材とタイレイヤーとの化学的な相
互作用がより安定的に生じるようになり、基材がタイレイヤーから剥離する可能性がより
低減される。
【００２０】
　上記発明（発明１から３）において、前記封止材接着層はポリオレフィン系樹脂を含有
することが好ましい（発明４）。ポリオレフィン系樹脂は分解、特に加水分解しにくいた
め、封止材接着層の凝集破壊など経時劣化が生じにくい。
【００２１】
　本発明は、第２に、太陽電池セル、前記太陽電池セルを包容する封止材、および前記封
止材の主面のそれぞれに積層される二つの保護部材を備える太陽電池モジュールであって
、前記保護部材の少なくとも一方は上記発明１から４のいずれかに係る太陽電池用保護シ
ートからなることを特徴とする太陽電池モジュールを提供する（発明５）。
【００２２】
　上記の本発明に係る太陽電池用保護シートは、湿熱条件下においても当該シートの基材
が封止材接着層から剥離しにくく、かつ、当該シートの製造にあたり養生期間が短いため
生産効率が高い。このような耐久性に優れかつ生産性に優れる太陽電池用保護シートを備
える太陽電池モジュールは、当該シートの上記の特性に基づき、耐久性に優れかつ価格競
争力に優れる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、太陽電池用保護シートが備えるタイレイヤー内の樹脂成分が低分子量
化しにくいため耐久性が高い。しかも、接着剤組成物がテルペンフェノール成分を含有す
るため、基材とタイレイヤーとの間で界面剥離が生じにくく、かつ、硬化反応の進行が不
十分であっても凝集力が高いため、養生期間を短縮して、太陽電池モジュールの製造工程
に投入することができる。それゆえ、本発明に係る太陽電池用保護シートは、耐久性に優
れ、かつ生産効率が高い。また、かかる太陽電池用保護シートを備える太陽電池モジュー
ルは、耐久性に優れる上に価格競争力に優れる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の一実施形態に係る太陽電池用保護シートの概略断面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る太陽電池モジュールの概略断面図である。
【図３】本発明の他の実施形態に係る、表面保護シートおよび裏面保護シートが本実施形
態に係る太陽電池用保護シートからなる太陽電池モジュールの概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、実施例等により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明の範囲はこれらの実
施例等に限定されるものではない。
１．太陽電池用保護シート
　図１に示すように、本実施形態に係る太陽電池用保護シート１は、基材１１と、基材１
１の一方の面（図１中では上面）に積層されたタイレイヤー１２と、タイレイヤー１２の
基材１１に対向する側と反対側に積層された封止材接着層１３とを備えている。この太陽
電池用保護シート１において、封止材接着層１３は、封止材に太陽電池用保護シート１が
積層されたときにこれらの剥離の可能性を低減させるための層として機能し、太陽電池用
保護シート１は、太陽電池モジュールの表面保護シート（フロントシート）または裏面保
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護シート（バックシート）として用いられる。
【００２６】
（１）基材
　本実施形態に係る太陽電池用保護シート１が備える基材１１はポリエステル系材料のフ
ィルムから形成される。ここで、ポリエステル系材料とは、エステル結合を骨格部分に有
する重合体であるポリエステルを主成分として含有する材料である。かかるポリエステル
はジオールとジカルボン酸とを共重合させることにより得ることができる。
【００２７】
　上記のジオールの具体例として、エチレングリコール、１，４－ブタンジオールなどが
挙げられる。ジカルボン酸の具体例として、テレフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸などが挙げられる。これらのジオールおよびジカルボン酸の組み合わせは、得られる
重合体（ポリエステル系樹脂）が後述する特性を有するように、適宜選定すればよい。
【００２８】
　代表的なポリエステルとして、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレ
ート、ポリエチレンナフタレートなどが挙げられる。これらのポリエステルの中でも、基
本特性に優れ、安価であってかつ入手安定性に優れるため、ポリエチレンテレフタレート
が好ましい。
【００２９】
　本実施形態に係るポリエステル系材料に含有されるポリエステルは、その末端カルボキ
シル基濃度が４０当量／トン以下である。この末端カルボキシル基濃度が４０当量／トン
以下であることにより、耐加水分解性に優れる基材１１を得ることが容易となる。基材１
１の耐加水分解性をより高める観点から、上記の末端カルボキシル基濃度は３０当量／ト
ン以下であることが好ましく、２５当量／トン以下であることがより好ましい。上記の末
端カルボキシル基濃度の下限は基材１１の耐加水分解性を高める観点からは特に限定され
ない。過度に低い場合にはポリエステルの生産効率が低下することが懸念されるため、こ
の問題の発生を回避する観点から、５当量／トン程度以上とすることが好ましい。本明細
書において、含有するポリエステルの末端カルボキシル基濃度が４０当量／トン以下であ
るポリエステル系材料を「耐加水分解性ポリエステル」という。
【００３０】
　上記のとおりポリエステルの中ではポリエチレンテレフタレートが入手安定性などの観
点から好ましいため、本実施形態に係る基材１１を構成する耐加水分解性ポリエステルは
、ポリエステルとしてポリエチレンテレフタレートを含有する耐加水分解性ポリエチレン
テレフタレート（以下、「耐加水分解性ＰＥＴ」ともいう。）であることが好ましい。
【００３１】
　なお、基材１１は、必要に応じて、顔料、紫外線吸収剤、紫外線安定剤、難燃剤、可塑
剤、帯電防止剤、滑剤、ブロッキング防止剤等の各種添加剤を含んでいてもよい。顔料と
しては、例えば、二酸化チタン、カーボンブラック等が挙げられる。また、紫外線吸収剤
としては、例えば、ベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系、蓚酸アニリド系、シアノ
アクリレート系、トリアジン系等が挙げられる。
【００３２】
　ここで、本実施形態に係る太陽電池用保護シート１を太陽電池モジュールの裏面保護シ
ートとして使用する場合には、基材１１は、可視光を反射させる顔料を含有することが好
ましい。また、本実施形態に係る太陽電池用保護シート１を太陽電池モジュールの表面保
護シートとして使用する場合は、可視光領域の光の透過率を低下させる顔料を含有しない
ことが好ましく、耐候性の向上を目的として紫外線吸収剤を含有することがより好ましい
。
【００３３】
　基材１１の厚さは、太陽電池モジュールに要求される電気絶縁性などに基づいて適宜設
定される。その厚さは１０μｍ以上３００μｍ以下であることが好ましい。より具体的に
説明すれば、基材１１が耐加水分解性ＰＥＴフィルムからなる場合には、電気絶縁性を高
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める観点および軽量化を向上させる観点から、その厚さは１０μｍ以上３００μｍ以下で
あることが好ましく、２０μｍ以上２５０μｍ以下であることがより好ましく、３０μｍ
以上２００μｍ以下であることが特に好ましい。
【００３４】
（２）タイレイヤー
　本実施形態に係る太陽電池用保護シート１が備えるタイレイヤー１２は、基材１１と封
止材接着層１３との間に配置されて、基材１１が封止材接着層１３から剥離しにくくさせ
るものである。本実施形態に係るタイレイヤー１２は、水酸基末端ウレタンプレポリマー
（Ａ）およびイソシアネート成分（Ｂ）を含有する接着剤組成物（α）から形成されたも
のである。この接着剤組成物（α）に含有される水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）
は、エーテル結合を主鎖に有するとともに（メタ）アクリルロイル基を有する。また、接
着剤組成物（α）は、テルペンフェノール成分（Ｃ）を含有する。
【００３５】
（２－１）水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）
　接着剤組成物（α）に含有される水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は、接着剤組
成物（α）における、タイレイヤー１２の樹脂成分を与える成分の主要な一種であって、
エーテル結合を主鎖に有する。したがって、接着剤組成物（α）から形成されたタイレイ
ヤー１２の樹脂成分もエーテル結合を主鎖に有する。エーテル結合は耐加水分解性、特に
湿熱条件下における耐加水分解性に優れるため、かかる水酸基末端ウレタンプレポリマー
（Ａ）を含有する接着剤組成物（α）から形成されたタイレイヤー１２は、湿熱条件下に
おける経時劣化が生じにくい。
【００３６】
　接着剤組成物（α）に含有される水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は（メタ）ア
クリロイル基を含む。本実施形態に係る太陽電池用保護シート１が湿熱条件下にあること
などによりタイレイヤー１２内に樹脂成分を分解させるラジカル種が発生することがあっ
ても、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）に由来する（メタ）アクリロイル基はその
発生したラジカル種を捕捉することができる。このため、本実施形態に係るタイレイヤー
１２では、ラジカル種に基づく樹脂成分の分解反応が生じにくい。
【００３７】
　しかも、タイレイヤー１２内に発生したラジカル種によって樹脂成分が分解しても、そ
の分解した樹脂成分が有する（メタ）アクリロイル基が、タイレイヤー１２内における分
解していない樹脂成分が有する（メタ）アクリロイル基と重合することなどによって、結
果的に樹脂成分の低分子量化を防ぐことができる。
【００３８】
　（メタ）アクリロイル基によるこれらの機能が発揮されることにより、湿熱条件下にお
いても、タイレイヤー１２内の樹脂成分は低分子量化されにくい。樹脂成分が分解して低
分子量成分が増加すると、タイレイヤー１２の凝集力が低下し、タイレイヤー１２は凝集
破壊しやすくなる。したがって、本実施形態に係るタイレイヤー１２は、湿熱条件下にお
いても経時劣化しにくい。
【００３９】
　水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は、（メタ）アクリロイル基としてアクリロイ
ル基およびメタクリロイル基の少なくとも一方を含有すればよいが、上記の（メタ）アク
リロイル基による機能が適切に発揮される観点から、（メタ）アクリロイル基はメタクリ
ロイル基からなることが好ましい。
【００４０】
　水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は、（メタ）アクリロイル基を有するジオール
（ｘ）およびポリエーテルポリオール（ａ）からなる活性水素成分とイソシアネート成分
（Ｂ）とを反応させて得ることができる。
【００４１】
　（メタ）アクリロイル基を有するジオール（ｘ）としては、例えばトリメチロールプロ
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パン、グリセリン、３－ヒドロキシ－１，５－ペンタンジオールおよび２－ヒドロキシ－
２－エチル－１，３－プロパンジオール等の３価アルコールまたはこれらのアルキレンオ
キサイド（以下、「ＡＯ」と略記する。）１～３０モル付加物のモノ（メタ）アクリレー
ト；ペンタエリスリトールまたはそのＡＯ１～３０モル付加物のジ（メタ）アクリレート
；ジペンタエリスリトールまたはそのＡＯ１～３０モル付加物のテトラ（メタ）アクリレ
ート等が挙げられる。
【００４２】
　前記ＡＯとしては、エチレンオキサイド（以下、「ＥＯ」と略記する。）、１，２－ま
たは１，３－プロピレンオキサイド（以下、「ＰＯ」と略記する。）および１，２－、１
，３－、１，４－または２，３－ブチレンオキサイド（以下、「ＢＯ」と略記する、但し
１，４－ブチレンオキサイドを「ＴＨＦ」（テトラヒドロフラン）と略記する場合がある
。）等の炭素数２～４のＡＯ等が挙げられる。
【００４３】
　これらの内、得られたタイレイヤー１２の耐久性を向上させる観点から、グリセリンモ
ノメタクリレート、トリメチロールプロパンモノメタクリレートおよびペンタエリスリト
ールジメタクリレートが特に好ましい。
【００４４】
　（メタ）アクリロイル基を有するジオール（ｘ）は、一種を単独で用いても、二種以上
を併用してもよい。
【００４５】
　ポリエーテルポリオール（ａ）としては、例えば、ポリエーテルジオール、３官能以上
のポリエーテルポリオールおよびこれらの一種以上をメチレンジクロライドでカップリン
グしたもの等が挙げられる。ポリエーテルジオールの具体例として、ポリ（オキシエチレ
ン）グリコール、ポリ（オキシプロピレン）グリコールおよびポリ（オキシテトラメチレ
ン）グリコール、ポリ（オキシ－３－メチルテトラメチレン）グリコール等のポリ（オキ
シアルキレン）グリコール；ＥＯ／ＰＯ共重合ジオール、ＴＨＦ／ＥＯ共重合ジオール、
ＴＨＦ／３－メチルテトラヒドロフラン共重合ジオール等（重量比は例えば１／９～９／
１）の共重合ポリ（オキシアルキレン）ジオール；およびビスフェノールＡ、ビスフェノ
ールＢ、ビスフェノールＥ、ビスフェノールＦ等のビスフェノール系化合物のＡＯ付加物
などが挙げられる。３官能以上のポリエーテルポリオールの具体例として、グリセリンの
ＡＯ付加物およびトリメチロールプロパンのＡＯ付加物等の３価以上の多価アルコールの
ＡＯ付加物などが挙げられる。
【００４６】
　ポリエーテルポリオール（ａ）の内の、ビスフェノール系化合物のＡＯ付加物、３官能
以上のポリエーテルポリオールおよびこれらの一種以上をメチレンジクロライドでカップ
リングしたものを除くポリエーテルポリオールの化学式量または数平均分子量（以下、「
Ｍｎ」と略記する。）は、２００から３，０００が好ましい。なお、本発明におけるＭｎ
は、ＴＨＦを溶媒として用いポリエチレングリコールを標準物質としてゲルパーミエーシ
ョンクロマトグラフィーにより測定される。
【００４７】
　ビスフェノール系化合物のＡＯ付加物におけるＡＯ付加モル数は、タイレイヤー１２の
凝集力を高める観点から、２～１０モルとすることが好ましく、２～６モルとすることが
より好ましく、２～４モルとすることが特に好ましい。また、３価以上の多価アルコール
のＡＯ付加物におけるＡＯ付加モル数は、タイレイヤー１２と基材１１との層間剥離を生
じにくくさせる観点から２～１００モルとすることが好ましく、２～５０モルとすること
がより好ましく、２～３０モルとすることが特に好ましい。
【００４８】
　ポリエーテルポリオール（ａ）は、一種を単独で用いても、二種以上を併用してもよい
。
【００４９】
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　これらの内、タイレイヤー１２の耐久性を高める観点から好ましいのはポリ（オキシテ
トラメチレン）グリコール、タイレイヤー１２の凝集力を高める観点から好ましいのはビ
スフェノール系化合物のＡＯ付加物、特にビスフェノールＡのＥＯ付加物であり、タイレ
イヤー１２の耐久性および凝集力の双方を高める観点から好ましいのは、ポリ（オキシテ
トラメチレン）グリコールとビスフェノール系化合物のＡＯ付加物との併用である。ポリ
（オキシテトラメチレン）グリコールとビスフェノール系化合物のＡＯ付加物とを併用す
る場合には、ポリ（オキシテトラメチレン）グリコールとビスフェノール系化合物のＡＯ
付加物との質量比は、３０：７０～９５：５とすることが好ましく、４０：６０～９０：
１０とすることがより好ましく、５０：５０～８５：１５とすることが特に好ましい。
【００５０】
　上記の活性水素成分における（メタ）アクリロイル基を有するジオール（ｘ）の使用量
は、タイレイヤー１２の耐久性を高める観点および接着剤組成物（α）の貯蔵安定性を高
める観点から、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との
合計質量に対する（メタ）アクリロイル基を有するジオール（ｘ）のモル数が、１０～１
，０００ｍｍｏｌ／ｋｇとなる量であることが好ましく、２０～６００ｍｍｏｌ／ｋｇと
なる量であることがより好ましく、３０～４００ｍｍｏｌ／ｋｇとなる量であることが特
に好ましい。
【００５１】
　活性水素成分におけるポリエーテルポリオール（ａ）の使用量は、タイレイヤー１２の
耐久性を高める観点から、活性水素成分の質量を基準として、５０～９９．９質量％であ
ることが好ましい。
【００５２】
　水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）の製造に用いられるイソシアネート成分として
は、炭素数（イソシアネート基中の炭素を除く、以下同様。）２～１８の脂肪族イソシア
ネート（ｂ１）、炭素数４～１５の脂環式イソシアネート（ｂ２）、炭素数８～１５の芳
香脂肪族イソシアネート（ｂ３）、炭素数６～２０の芳香族イソシアネート（ｂ４）なら
びにこれらのイソシアヌレート基、ウレトイミン基、アロファネート基、ビウレット基、
ウレトイミン基、カルボジイミド基、ウレトジオン基を有するイソシアネート変性体およ
び３～８価の多価アルコールと上記（ｂ１）～（ｂ４）との反応物（ｂ５）などが挙げら
れる。
【００５３】
　炭素数２～１８の脂肪族イソシアネート（ｂ１）としては、エチレンジイソシアネート
、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート（以下、「ＨＤＩ
」と略記する。）、ヘプタメチレンジイソシアネート、オクタメチレンジイソシアネート
、デカメチレンジイソシアネート、ドデカメチレンジイソシアネート、２，２，４－また
は２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、
２，６－ジイソシアナトメチルカプロエート、２，６－ジイソシアナトエチルカプロエー
ト、ビス（２－イソシアナトエチル）フマレートおよびビス（２－イソシアナトエチル）
カーボネートなどが挙げられる。
【００５４】
　炭素数４～１５の脂環式イソシアネート（ｂ２）としては、イソホロンジイソシアネー
ト（以下、「ＩＰＤＩ」と略記する。）、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシ
アネート（以下、「水添ＭＤＩ」と略記する。）、シクロヘキシレンジイソシアネート、
メチルシクロヘキシレンジイソシアネート、ビス（２－イソシアナトエチル）－４－シク
ロヘキシレン－１，２－ジカルボキシレートおよび２，５－または２，６－ノルボルナン
ジイソシアネートなどが挙げられる。
【００５５】
　炭素数８～１５の芳香脂肪族イソシアネート（ｂ３）としては、ｍ－またはｐ－キシリ
レンジイソシアネート（以下、「ＸＤＩ」と略記する。）、ジエチルベンゼンジイソシア
ネートおよびα，α，α’，α’－テトラメチルキシリレンジイソシアネート（以下、「
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ＴＭＸＤＩ」と略記する。）などが挙げられる。
【００５６】
　炭素数６～２０の芳香族イソシアネート（ｂ４）としては、１，３－または１，４－フ
ェニレンジイソシアネート、２，４－または２，６－トリレンジイソシアネート（以下、
「ＴＤＩ」と略記する。）、４，４’－または２，４’－ジフェニルメタンジイソシアネ
ート（以下、「ＭＤＩ」と略記する。）、ｍ－またはｐ－イソシアナトフェニルスルホニ
ルイソシアネート、４，４’－ジイソシアナトビフェニル、３，３’－ジメチル－４，４
’－ジイソシアナトビフェニル、３，３’－ジメチル－４，４’－ジイソシアナトジフェ
ニルメタンおよび１，５－ナフチレンジイソシアネートなどが挙げられる。
【００５７】
　イソシアヌレート基、ウレトイミン基、アロファネート基、ビウレット基、ウレトイミ
ン基、カルボジイミド基、ウレトジオン基を有するイソシアネート変性体および３～８価
の多価アルコールと上記（ｂ１）～（ｂ４）との反応物（ｂ５）としては、ＭＤＩのウレ
トイミン基を有する変性体、ＨＤＩのビウレット基を有する変性体、ＨＤＩのイソシアヌ
レート基を有する変性体およびＨＤＩのトリメチロールプロパンとの反応物などが挙げら
れる。
【００５８】
　接着剤組成物（α）の硬化性を高める観点から、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ
）の水酸基の平均官能基数は、２～６またはそれ以上が好ましく、２～５であることがよ
り好ましく、２～４であることが特に好ましく、２～３であることが最も好ましい。
【００５９】
　水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）の重量平均分子量（以下、「Ｍｗ」と略記する
。）は、１０，０００以上５０，０００以下であることが好ましい。水酸基末端ウレタン
プレポリマー（Ａ）のＭｗがこの範囲内にあることで、湿熱条件下においても凝集破壊し
にくく、かつ室温時において基材１１などへの優れた接着性を有するタイレイヤー１２を
得ることが容易となる。上記の凝集破壊を生じる可能性をさらに低減する観点から、水酸
基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）のＭｗは１５，０００以上とすることが特に好ましい
。上記の室温時の接着性をより高める観点から、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）
のＭｗは３０，０００以下とすることが特に好ましい。
【００６０】
　本発明におけるＭｗは、ＴＨＦを溶媒として用いポリスチレンを標準物質としてゲルパ
ーミエーションクロマトグラフィーにより測定される。
【００６１】
　接着剤組成物（α）に含有される水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）の製造方法と
しては、既知のウレタンの製造方法が使用できる。例えば、溶剤の存在下または非存在下
で、活性水素成分とイソシアネート成分を反応させる方法が挙げられる。溶剤としては、
トルエン、キシレン等の芳香族系溶剤；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶剤；ジ
メチルホルムアミド等のアミド系溶剤；アセトン、メチルエチルケトン等のケトン系溶剤
；テトラヒドロフラン等のエーテル系溶剤などが例示される。
【００６２】
　イソシアネート成分と活性水素成分との当量比（ＮＣＯ／活性水素比）は、末端が水酸
基のウレタンプレポリマーを得やすくする観点から、通常０．２５／１～０．９９／１で
あり、０．５／１～０．９５／１であることが好ましく、０．６／１～０．９／１である
ことがより好ましく、０．７／１～０．８５／１であることが特に好ましい。
【００６３】
（２－２）イソシアネート成分（Ｂ）
　接着剤組成物（α）はイソシアネート成分（Ｂ）を含有する。接着剤組成物（α）に含
有されるイソシアネート成分（Ｂ）は、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とともに
、接着剤組成物（α）における、タイレイヤー１２内の樹脂成分を与える成分の主要な一
種である。イソシアネート成分（Ｂ）は一種を単独で用いても、二種以上を併用してもよ
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い。また、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を形成するためのイソシアネート成分
と、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を硬化するために接着剤組成物（α）に含有
されるイソシアネート成分（Ｂ）とは、組成が同一であってもよいし、その組成が異なっ
ていてもよい。
【００６４】
　イソシアネート成分（Ｂ）として、得られたタイレイヤー１２の凝集力および耐久性を
高める観点から、３～８価の多価アルコールとイソシアネート（ｂ１）、（ｂ２）、（ｂ
３）および／または（ｂ４）との反応物、ならびに脂肪族イソシアネート（特にＨＤＩ）
または脂環族イソシアネート（特にＩＰＤＩおよび水添ＭＤＩ）のイソシアヌレート基を
有する変性体が好ましく、トリメチロールプロパン（１モル）のＨＤＩ（３モル）付加体
およびＨＤＩのイソシアヌレート基を有する変性体（ＨＤＩトリマー等）がさらに好まし
い。
【００６５】
　接着剤組成物（α）の硬化性を高める観点から、接着剤組成物（α）に含有されるイソ
シアネート成分（Ｂ）の平均官能基数は２～６またはそれ以上であることが好ましく、２
～５であることがより好ましく、３～４であることが特に好ましい。
【００６６】
　接着剤組成物（α）に含有されるイソシアネート成分（Ｂ）のイソシアネート基含量は
通常０．５～５０質量％であり、１～３５質量％であることが好ましく、３～３０重量％
であることがより好ましく、４～２５重量％であることが特に好ましく、１２～２４重量
％であることが最も好ましい。
【００６７】
　接着剤組成物（α）中のイソシアネート成分（Ｂ）と水酸基末端ウレタンプレポリマー
（Ａ）との当量比（ＮＣＯ／活性水素比）は、０．７／１～２／１となる比率が好ましく
、０．８／１～１．５／１となる比率がより好ましく、０．９／１～１．３／１となる比
率が特に好ましく、１／１～１．２／１となる比率が最も好ましい。
【００６８】
（２－３）テルペンフェノール成分（Ｃ）
　接着剤組成物（α）はテルペンフェノール成分（Ｃ）を含有する。本明細書においてテ
ルペンフェノール成分（Ｃ）とは、テルペンモノマーとフェノールとを共重合させること
により得られるテルペンフェノール樹脂およびこれらの水素添加物からなる群から選ばれ
た一種または二種以上の化合物を意味する。
【００６９】
　接着剤組成物（α）がテルペンフェノール成分（Ｃ）を含有することによって、接着剤
組成物（α）から形成されたタイレイヤー１２に含有されるテルペンフェノール成分（Ｃ
）が有するフェノール性水酸基が、基材１１などタイレイヤー１２に接する部材における
タイレイヤー１２に対向する側の面に存在する材料と化学的に相互作用し、タイレイヤー
１２の基材１１などに対する接着性が向上する。したがって、接着剤組成物（α）がテル
ペンフェノール成分（Ｃ）を含有することによって、タイレイヤー１２と基材１１などと
の間で界面剥離が生じる可能性が低減される。
【００７０】
　また、テルペンフェノール成分（Ｃ）はタイレイヤー１２の凝集力を高めるため、タイ
レイヤー１２を形成するための接着剤組成物（α）を塗工して得られる塗膜を乾燥させた
直後（タイレイヤー形成直後）のタイレイヤー１２の凝集力が高い。このため、太陽電池
用保護シート１が備えるタイレイヤー１２が有すべき凝集力と、タイレイヤー形成直後の
タイレイヤー１２の凝集力との差が比較的少なく、タイレイヤー形成直後のタイレイヤー
１２の凝集力を高めるために必要とされる、タイレイヤー１２に含有される成分の硬化反
応の量が少ない。この硬化反応は、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネ
ート成分（Ｂ）との硬化反応を含む。上記の必要とされる硬化反応の量が少ないため、タ
イレイヤー１２内の硬化反応を進めるために設けられる養生工程の温度条件を室温程度（
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２３℃）にすることができ、かつ、養生工程に要する期間を短縮することが可能となる。
【００７１】
　上記の養生工程の条件緩和および養生期間の短縮をより安定的に実現させる観点から、
タイレイヤー１２が含有するテルペンフェノール成分（Ｃ）の軟化点は８０℃以上である
ことが好ましく、１２０℃以上であることがより好ましい。テルペンフェノール成分（Ｃ
）の軟化点の上限は特に限定されないが、過度に高い場合には、テルペンフェノール成分
（Ｃ）とタイレイヤー１２が含有する他の成分との相溶性が低下し、タイレイヤー１２の
基材１１などに対する接着性が低下することが懸念される。したがって、フェノール性水
酸基含有樹脂の軟化点は１６０℃以下であることが好ましく、１３０℃以下であることが
より好ましい。
　軟化点は、ＩＳＯ　４６２５：１９８０（ＪＩＳ　Ｋ２２０７：１９９６）に記載され
た環球法に準じて測定された値である。
【００７２】
　テルペンフェノール成分（Ｃ）の水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部
に対する含有量とテルペンフェノール成分（Ｃ）の水酸基価との積の合計量（本明細書に
おいてこの合計量を「水酸基量」ともいう。）は、５０質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０
０００質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましい。水酸基量が過度に少ない場合
には、タイレイヤー１２の基材１１などに対する接着性が低下することが懸念される。一
方、水酸基量が過度に高い場合には、タイレイヤー１２内でテルペンフェノール成分（Ｃ
）とタイレイヤー１２が含有する他の成分との相溶性が低下し、タイレイヤー１２の基材
１１などに対する接着性が低下することが懸念される。タイレイヤー１２の基材１１など
に対する接着性をより安定的に高める観点から、水酸基量は２００質量部・ｍｇＫＯＨ／
ｇ以上８０００質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、１５００質量部・ｍ
ｇＫＯＨ／ｇ以上６０００質量部・ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがより好ましい。
【００７３】
　接着剤組成物（α）中のテルペンフェノール成分（Ｃ）の含有量の好ましい範囲はテル
ペンフェノール成分（Ｃ）の水酸基価に依存するため確定的に規定されないが、接着剤組
成物（α）中のテルペンフェノール成分（Ｃ）の含有量が過度に少ない場合にはテルペン
フェノール成分（Ｃ）を含有させた効果が得られにくくなり、過度の含有は相対的に水酸
基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）などの含有量が少なくなるためタイレイヤー１２の凝
集破壊の可能性を高める。したがって、接着剤組成物（α）中のテルペンフェノール成分
（Ｃ）の含有量は、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）１００質量部に対して１～１
００質量部程度とすることが好ましい。
【００７４】
　テルペンフェノール成分（Ｃ）の水酸基価の好ましい範囲はテルペンフェノール成分（
Ｃ）の含有量に依存するため確定的に規定されないが、テルペンフェノール成分（Ｃ）の
水酸基価が過度に小さい場合には、テルペンフェノール成分（Ｃ）の基材１１などに対す
る相互作用の程度が小さくなり、過度に大きい場合にはテルペンフェノール成分（Ｃ）と
タイレイヤー１２における他の成分とに対する相溶性が低下し、いずれにしても、タイレ
イヤー１２の基材１１などに対する接着性が高まりにくくなる。したがって、テルペンフ
ェノール成分（Ｃ）の水酸基価は、５０～２５０ｍｇＫＯＨ／ｇ程度とすることが好まし
い。
　テルペンフェノール成分（Ｃ）の水酸基価は、ＩＳＯ　１４９００：２００１（ＪＩＳ
　Ｋ１５５７－１）に記載されたアセチル化法に準じて測定される値である。
【００７５】
　テルペンフェノール成分（Ｃ）のＭｎは１００以上１００００以下であることが好まし
い。Ｍｎが過度に小さい場合には、テルペンフェノール成分（Ｃ）が揮発しやすくなって
接着剤組成物（α）の組成が安定しにくくなり、Ｍｎが過度に大きい場合には、テルペン
フェノール成分（Ｃ）とタイレイヤー１２における他の成分との相溶性が低下して、タイ
レイヤー１２の基材１１などに対する接着性が高まりにくくなる。タイレイヤー１２の基
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材１１などに対する接着性をより安定的に高める観点から、Ｍｎは２００以上７０００以
下とすることが好ましく、４００以上５０００以下とすることがより好ましい。
【００７６】
（２－４）その他の成分
　接着剤組成物（α）は、水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）、イソシアネート成分
（Ｂ）およびテルペンフェノール成分（Ｃ）以外の成分を含有してもよい。以下、そのよ
うな成分について説明する。
【００７７】
　接着剤組成物（α）は溶剤を含有することができる。接着剤組成物（α）が溶剤を含有
することにより接着剤組成物（α）の塗工時のハンドリング性およびレベリング性が向上
する。接着剤組成物（α）が含有してもよい溶剤として、上記水酸基末端ウレタンプレポ
リマー（Ａ）の製造時に使用できる溶剤として例示したものと同様のものが挙げられる。
【００７８】
　溶剤の使用量は、接着剤組成物（α）のハンドリング性および接着剤組成物（α）の塗
膜のレベリング性を高める観点から、接着剤組成物（α）中の水酸基末端ウレタンプレポ
リマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計質量が８０質量％以下になることが好
ましく、１０～５０質量％であることがより好ましい。
【００７９】
　接着剤組成物（α）は、硬化反応促進のため必要により通常のウレタン化反応に用いら
れる硬化促進剤を含有することができる。硬化促進剤としては、ジブチルスズジラウレー
トなどの有機スズ化合物、ビスマストリス（２－エチルヘキサノエート）などの有機ビス
マス化合物などが挙げられる。硬化促進剤は、一種を単独で用いても二種以上を併用して
もよい。
【００８０】
　硬化促進剤の使用量は特に限定はないが、接着剤組成物（α）中の水酸基末端ウレタン
プレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計１００質量部に対して、０．０
００１～０．３質量部であることが好ましく、０．００１～０．２質量部であることがよ
り好ましく、０．０１～０．１質量部であることが特に好ましい。
【００８１】
　接着剤組成物（α）は、貯蔵安定性向上のためハイドロキノン、４－メトキシフェノー
ル、ｐ－ベンゾキノン等の重合禁止剤を含有することができる。
【００８２】
　重合禁止剤の使用量は、接着剤組成物（α）中の水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ
）の含有量に基づいて、１，０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、１～５００ｐｐｍ
であることがより好ましい。
【００８３】
　接着剤組成物（α）は、所望の効果（タイレイヤー１２の基材１１に対する接着性など
）を阻害しない範囲で更に酸化防止剤、紫外線吸収剤、可塑剤および充填剤等の添加剤を
含有することができる。こうした添加剤はそのまままたは変性した形態でタイレイヤー１
２に残留し、タイレイヤー１２に追加的な特性（紫外線に対する耐性、耐ブロックキング
性など）を付与する。
【００８４】
　酸化防止剤としては、トリエチレングリコール－ビス［３－（３－ｔ－ブチル－５－メ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリスリチル－テトラキス［
３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］および２，
２－チオ－ジエチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）
プロピオネート］等のヒンダードフェノール化合物；トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）ホスファイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）オク
チルホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトール－ジ
－ホスファイトおよびテトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）４，４’－ビフェ
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ニレン－ジ－ホスホナイト等の亜リン酸エステル化合物などが挙げられる。酸化防止剤は
、一種を単独で用いても二種以上を併用してもよい。
【００８５】
　酸化防止剤の使用量は、酸化防止効果を安定的に得る観点およびタイレイヤー１２の基
材１１などに対する接着性を適切に確保する観点から、接着剤組成物（α）中の水酸基末
端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計質量１００質量部に
対して、５質量部以下であることが好ましく、０．０５～１質量部であることがより好ま
しい。
【００８６】
　紫外線吸収剤としては、サリチル酸フェニル、サリチル酸－Ｐ－オクチルフェニルおよ
びサリチル酸－Ｐ－第三ブチルフェニル等のサリチル酸誘導体；２，４－ジヒドロキシベ
ンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ
－４－メトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾ
フェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシ－５－スルホベンゾフェノン
、２－ヒドロキシ－４－メトキシ－２’－カルボキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－
４－メトキシ－５－スルホベンゾフェノン・トリヒドレート、２－ヒドロキシ－４－ｎ－
オクトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクタデシロキシベンゾフェノン、２
，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、４－ドデシロキシ－２－ヒドロキ
シベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－（２－ヒドロキシ－３－メタクリロキシ）プロ
ポキシベンゾフェノンおよびビス（２－メトキシ－４－ヒドロキシ－５－ベンゾイルフェ
ニル）メタン等のベンゾフェノン化合物；２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチル－フェ
ニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－フ
ェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチ
ル－フェニル）－５－クロロベンゾトリアゾ－ル、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’
－ジ－ｔ－ブチル－フェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキ
シ－４’－ｎ－オクトキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５
’－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－
ジ－ｔ－アミルフェニル）ベンゾトリアゾ―ル、２－［２’－ヒドロキシ－３’－（３”
，４”，５”，６”－テトラヒドロフタルイミドメチル）－５’－メチルフェニル］ベン
ゾトリアゾールおよび２，２－メチレンビス［４－（１，１，３，３－テトラメチルブチ
ル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］等のベンゾトリアゾー
ル化合物；２－エチルヘキシル－２－シアノ－３，３’－ジフェニルアクリレートおよび
エチル－２－シアノ－３，３’－ジフェニルアクリレート等のシアノアクリレート化合物
などが例示される。紫外線吸収剤は、一種を単独で用いても二種以上を併用してもよい。
【００８７】
　紫外線吸収剤の使用量は、紫外線吸収効果を安定的に得る観点およびタイレイヤー１２
の基材１１などに対する接着性を適切に確保する観点から、接着剤組成物（α）中の水酸
基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計１００質量部に
対して、５質量部以下であることが好ましく、０．１～１質量部とすることがより好まし
い。
【００８８】
　可塑剤としては、プロセスオイル、液状ポリブタジエン、液状ポリイソブチレン、液状
ポリイソプレン、流動パラフィン、塩素化パラフィン、パラフィンワックス、エチレンと
α－オレフィン（炭素数３～２０）との共重合（重量比９９．９／０．１～０．１／９９
．９）オリゴマー（重量平均分子量（以下、Ｍｗと略記）５，０００～１００，０００）
およびプロピレンとエチレンを除くα－オレフィン（炭素数４～２０）の共重合（重量比
９９．９／０．１～０．１／９９．９）オリゴマー（Ｍｗ５，０００～１００，０００）
等の炭化水素；塩素化パラフィン；フタル酸エステル、アジピン酸エステル、セバチン酸
エステル等のエステル；リノール酸およびリノレン酸等の動植物油脂；ならびにこれらの
内の水素添加可能な不飽和二重結合を有するものの水素添加物などが挙げられる。エステ
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ルに関しさらに具体例を示せば、フタル酸エステルの具体例としてジエチルフタレート（
ＤＥＰ）、ジブチルフタレート（ＤＢＰ）、ジ－２－エチルヘキシルフタレート（ＤＯＰ
）、ジデシルフタレート、ジラウリルフタレート、ジステアリルフタレートおよびジイソ
ノニルフタレートなどが挙げられ、アジピン酸エステルの具体例として、ジ（２－エチル
ヘキシル）アジペート（ＤＯＡ）およびジオクチルアジペートなどが挙げられ、セバチン
酸エステルの具体例としてジオクチルセバケートなどが例示される。可塑剤は一種を単独
で用いても二種以上を併用してもよい。
【００８９】
　可塑剤の使用量は、タイレイヤー１２の基材１１などに対する接着性を適切に確保する
観点およびタイレイヤー１２の凝集力を高める観点から、接着剤組成物（α）中の水酸基
末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計１００質量部に対
して、１００質量部以下であることが好ましく、０．５～３０質量部であることがより好
ましい。
【００９０】
　充填剤としては、炭酸マグネシウムおよび炭酸カルシウム等の炭酸塩；硫酸アルミニウ
ム、硫酸カルシウムおよび硫酸バリウム等の硫酸塩；亜硫酸カルシウム等の亜硫酸塩；二
硫化モリブデン；ケイ酸アルミニウムおよびケイ酸カルシウム等のケイ酸塩；珪藻土；珪
石粉；タルク；シリカおよびゼオライトなどが挙げられる。
【００９１】
　上記充填剤は、体積平均粒径が０．０１～５μｍ程度の微粒子であることが好ましく、
一種を単独で用いても二種以上を併用してもよい。
【００９２】
　充填剤の使用量は、タイレイヤー１２の凝集力を高める観点から、接着剤組成物（α）
中の水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とイソシアネート成分（Ｂ）との合計１００
質量部に対して、好ましくは２５０質量部以下、更に好ましくは０．５～１００質量部で
ある。
【００９３】
（３）封止材接着層
　本実施形態における封止材接着層１３は、その一具体例において、封止材に積層されて
、太陽電池用保護シート１が太陽電池モジュールから剥離する可能性を低減させるための
ものである。封止材接着層１３は熱融着によって封止材に接着することから、封止材接着
層１３を構成する材料は全体として熱可塑性を有し、一例として、その熱可塑性は熱可塑
性樹脂を含有することによってもたらされる。
【００９４】
　封止材接着層１３の厚さは、封止材接着層１３の封止材に対する接着性を適切に有する
ことができる限り、特に制限されない。具体的には、封止材接着層１３の厚さは、１μｍ
以上２００μｍ以下であることが好ましく、電絶縁性を高める観点および軽量化を向上さ
せる観点などから、１０μｍ以上１８０μｍ以下であることがより好ましく、５０μｍ以
上１５０μｍ以下であることがさらに好ましく、８０μｍ以上１２０μｍ以下であること
が特に好ましい。
【００９５】
（３－１）熱可塑性樹脂
　本実施形態における封止材接着層１３は熱可塑性樹脂を含有してもよく、熱可塑性樹脂
の熱可塑性に基づく熱融着によって封止材接着層１３は封止材に固定されるものであって
もよい。この熱可塑性樹脂を構成する樹脂の種類は特に限定されない。かかる樹脂の具体
例を示せば、ポリオレフィン系樹脂；ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー；ポリエチ
レンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等のポリエステル系樹脂；ポリエステ
ル系熱可塑性エラストマー；エポキシ化などにより変性した各種熱可塑性エラストマー；
ポリ塩化ビニル系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；ナイロン６、ナイロン１１、ナイロン
１２、ナイロン６６、ナイロン４６、芳香族ナイロン等のポリアミド系樹脂；ポリアセタ
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ール系樹脂；ポリアリレート系樹脂；ポリアミドイミド系樹脂；ポリエーテルイミド系樹
脂；ポリエーテルケトン系樹脂などを挙げることができる。シリコーン系熱可塑性エラス
トマーのように有機・無機複合樹脂も熱可塑性樹脂として例示される。熱可塑性樹脂は一
種類の樹脂により構成されていてもよいし、複数種類の樹脂により構成されていてもよい
。
【００９６】
　これらの樹脂の中でも、ポリオレフィン系樹脂、すなわち、オレフィンに基づく構成単
位からなる単独重合体および共重合体、ならびにオレフィンに基づく構成単位とオレフィ
ン以外の分子に基づく構成単位を含む共重合体であって重合後の樹脂におけるオレフィン
に基づく構成単位に基づく部分の質量比率が１．０質量％以上である樹脂からなる群から
選ばれる一種または二種以上を含む熱可塑性樹脂であることが好ましい。ポリオレフィン
系樹脂は、その優れた熱融着作用により、封止材から太陽電池用保護シート１が剥離する
可能性をさらに低減させることができる。
【００９７】
　ポリオレフィン系樹脂の具体例として、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ，密度：９４２
ｋｇ／ｍ３以上）、中密度ポリエチレン（ＭＤＰＥ，密度：９３０ｋｇ／ｍ３以上、９４
２ｋｇ／ｍ３未満）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ，密度：９１０ｋｇ／ｍ３以上、９
３０ｋｇ／ｍ３未満）、超低密度ポリエチレン（ＶＬＤＰＥ，密度：８７０ｋｇ／ｍ３以
上、９１０ｋｇ／ｍ３未満）、直鎖状低密度ポリエチレンなどのポリエチレン樹脂（ＰＥ
）、ポリプロピレン樹脂（ＰＰ）、ポリエチレン－ポリプロピレン重合体、オレフィン系
エラストマー（ＴＰＯ）、シクロオレフィン樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶ
Ａ）、エチレン－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸
共重合体、アイオノマー、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、エチレン－
（メタ）アクリル酸エステル－無水マレイン酸共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸
グリシジル共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸グリ
シジル共重合体などが挙げられる。これらの中でも、ポリエチレン樹脂（ＰＥ）、ポリプ
ロピレン樹脂（ＰＰ）およびエチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、およびエチレン
－（メタ）アクリル酸共重合体が、入手安定性などの観点から好ましい。
【００９８】
　また、封止材接着層１３に係る熱可塑性樹脂は、当該樹脂を構成する重合体の一部が架
橋剤と反応してなる架橋構造を有していてもよい。この架橋構造を与える架橋剤の種類は
任意であり、ジクミルパーオキサイドのような有機過酸化物やエポキシ基を有する化合物
やイソシアネート基を有する化合物が典型的である。架橋構造の存在密度、すなわち架橋
の程度は任意であるが、この存在密度が過度に高まると封止材接着層１３は熱可塑性を失
うことが懸念されるため、このような問題が発生しないようにすることが好ましい。
【００９９】
（３－２）その他の成分
　封止材接着層１３は、必要に応じて、二酸化チタンやカーボンブラックなどの着色顔料
、ベンゾフェノンなどの紫外線吸収剤、紫外線安定剤、難燃剤、可塑剤、帯電防止剤、滑
剤、フィラー等の各種添加剤を含んでいてもよい。
【０１００】
　なお、封止材接着層１３が二酸化チタンなどの白色顔料を含有する場合には太陽電池用
保護シート１は裏面保護シートとして用いられることが多く、そのとき、太陽電池用保護
シート１の反射率は高いことが好ましい。
【０１０１】
（４）その他の構成要素
　本実施形態に係る太陽電池用保護シート１は、上記の基材１１、タイレイヤー１２およ
び封止材接着層１３のみならず、その他の構成要素を備えていてもよい。そのような構成
要素の一例として、太陽電池用保護シート１の水蒸気等のガスの透過率を低下させるため
のものとして、ガスバリア層が挙げられる。ガスバリア層は、基材１１の封止材接着層１
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３に対向する側と反対側の面に積層されてもよいし、基材１１と封止材接着層１３との間
に積層されてもよい。ガスバリア層の具体的な構成は特に限定されないが、酸化ケイ素や
酸化アルミニウムなどが蒸着などによって基材１１などに直接積層される場合もあれば、
アルミなどの金属系材料の箔単独またはその箔を含む積層体からなるフィルム状であって
接着剤層を介して基材１１などに積層される場合もある。この接着剤層はタイレイヤー１
２と同一の材料から構成されていてもよい。
【０１０２】
　本実施形態に係る太陽電池用保護シート１におけるその他の構成要素の別の一例として
、フッ素樹脂層が挙げられる。フッ素樹脂層は、太陽電池用保護シート１における、太陽
電池モジュールに組み付けられたときに最外層をなす位置に、通常積層される。その組成
は、フッ素を含む層であれば特に制限されず、例えば、フッ素含有樹脂を有するシート（
フッ素含有樹脂シート）や、フッ素含有樹脂を含む塗料を塗工してなる塗膜などによって
構成される。
【０１０３】
２．太陽電池用保護シートの製造方法
　太陽電池用保護シート１の製造方法は特に限定されない。例えば基材１１に対して、こ
れに最も近位となるべき層状体から、層状体を順次積層することによって、太陽電池用保
護シート１を得ることができる。
【０１０４】
　以下、基材１１に接着剤組成物（α）を塗工することによってタイレイヤー１２を積層
する方法を説明する。
　塗工によってタイレイヤー１２を基材１１に積層する場合には、タイレイヤーを形成す
るための組成物である接着剤組成物（α）をまず調製する。接着剤組成物（α）は、タイ
レイヤー１２を形成するための成分を、必要に応じ（粘度調整のためなどを目的として）
溶剤とともに含有してなるものであって、前述のように、水酸基末端ウレタンプレポリマ
ー（Ａ）、イソシアネート成分（Ｂ）およびテルペンフェノール成分（Ｃ）を必須の成分
として含有する。
【０１０５】
　次に、調製した接着剤組成物（α）を基材１１の一方の面に塗工し、得られた基材１１
上の塗膜を乾燥させることにより、タイレイヤー１２を基材１１上に得ることができる。
【０１０６】
　接着剤組成物（α）の塗工方法は任意であり、エアドクターコーター、ブレードコータ
ー、ロッドコーター、ナイフコーター、リバースロールコーター、トランスファロールコ
ーター、グラビアコーター、キスロールコーターなどが例示される。
【０１０７】
　塗膜の乾燥方法は任意であり、例えば１００℃程度に加熱されたオーブン内で基材１１
ごと塗膜を乾燥させてもよいし、雰囲気を減圧環境として塗膜に含有される溶剤を揮発さ
せてもよい。あるいは大気中に放置して塗膜を乾燥させてもよい。
【０１０８】
　得られた基材１１とタイレイヤー１２との積層体のタイレイヤー１２側の面に、封止材
接着層１３を積層することにより、本実施形態に係る太陽電池用保護シート１を得ること
ができる。この封止材接着層１３の積層方法は任意である。あらかじめシート状の形状を
有する封止接着剤層１３を積層して、上記の積層体に対して圧着などの方法により固定し
てもよい。
【０１０９】
　太陽電池用保護シート１が基材１１、タイレイヤー１２および封止材接着層１３以外の
構成要素（前述のように、ガスバリア層、フッ素樹脂層などが例示される。）を備える場
合には、タイレイヤー１２を基材１１に積層する前の段階で基材１１にその他の構成要素
を積層しておいてもよいし、基材１１とタイレイヤー１２とからなる積層体に対して封止
材接着層１３を積層した後、基材１１上にその他の構成要素を積層してもよい。
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【０１１０】
　本実施形態に係る太陽電池用保護シート１の製造方法は、タイレイヤー１２が基材１１
と封止材接着層１３との間に配置されるように積層された後、好ましくは太陽電池用保護
シート１の構成要素がすべて積層された後、タイレイヤー１２内の硬化反応を進行させて
タイレイヤー１２の凝集力を高めるための養生工程を備える。
【０１１１】
　この養生工程は、通常、基材１１、タイレイヤー１２および封止材接着層１３を備えた
積層体を室温（２３℃）程度の環境下に数日置くことによって行われる。生産性を高める
観点からは養生期間が短いことが好ましいが、養生の温度を高める（例えば４０℃程度以
上）ことによって養生期間の短縮を達成しようとすると、基材１１と封止材接着層１３と
の熱収縮率の相違に基づき、タイレイヤー１２を含む積層体が養生期間中にカールしてし
まう。このカール発生の問題を回避するためには前述のように養生温度を室温程度に設定
する必要があるところ、本実施形態に係る太陽電池用保護シート１が備えるタイレイヤー
１２は、テルペンフェノール成分（Ｃ）を含有するため、タイレイヤー形成直後からタイ
レイヤー１２の凝集力が高い。このため、タイレイヤー１２が所定の凝集力に到達するま
でに要する時間、すなわち養生期間を短縮することができる。それゆえ、本実施形態に係
る太陽電池用保護シート１は、製造に要する期間が短縮され、生産効率が高い。
【０１１２】
３．太陽電池モジュール
　図２は、本発明の一実施形態に係る太陽電池モジュールの概略断面図である。本実施形
態に係る太陽電池モジュール１０は、光電変換セル２と、光電変換セル２を包容する封止
材３と、封止材３の表面（図２中では上面）に積層されたガラス板４と、封止材３の裏面
（図２中では下面）に積層された裏面保護シート（バックシート）１を備える。
【０１１３】
　封止材３の材料は特に限定されない。生産性を高める観点からエチレン－酢酸ビニル共
重合体（ＥＶＡ）が主材として使用される場合が多いが、近年、紫外線により変質しやす
い性質を有することや、さらに高い生産性への要求への対応が容易でないことなどから、
ＥＶＡ以外の材料を主材とする場合もある。そのようなＥＶＡ以外の材料として、エチレ
ン－アクリル酸ブチル共重合体などの他のポリオレフィン系樹脂、ポリビニルブチラール
、ウレタン系樹脂、アイオノマー系樹脂、スチレン系樹脂、シリコーン系材料などが例示
される。
【０１１４】
　上記太陽電池モジュール１０を製造する方法は特に限定されない。例えば、ガラス板４
、封止材３、光電変換セル２、封止材３および裏面保護シート１の順に積層し、こうして
得られた重積体全体を真空状態で加熱しながらプレスして一体化するラミネーション工程
を実施することにより、太陽電池モジュール１０を製造することができる。
【０１１５】
　なお、図３に示すように、ガラス板４の代わりに本実施形態に係る太陽電池用保護シー
ト１を用いても良い。このとき、光電変換セル２にフレキシブル基板を用いれば、フレキ
シブル性を有する太陽電池モジュール１０を得ることができる。このように、太陽電池モ
ジュール１０をフレキシブル化することにより、ロール・トゥ・ロールで大量生産するこ
とが可能となる。また、フレキシブル性を有する太陽電池モジュール１０は、アーチ状や
放物線状の壁面を有する物体にもフィットさせることができるので、ドーム状の建築物や
高速道路の防音壁などに設置することが可能となる。
【０１１６】
　以上説明した実施形態は、本発明の理解を容易にするために記載されたものであって、
本発明を限定するために記載されたものではない。したがって、上記実施形態に開示され
た各要素は、本発明の技術的範囲に属する全ての設計変更や均等物をも含む趣旨である。
【実施例】
【０１１７】
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　以下、実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明の範囲はこれらの実施
例等に限定されるものではない。なお、以下において特に限定しない限り、部は質量部を
表す。
【０１１８】
〔製造例１〕
　冷却管を備えた反応容器中に、ポリエーテルポリオール（ａ）としてポリオキシテトラ
メチレングリコール［商品名「ＰＴＭＧ１０００」、三菱化学（株）製、Ｍｎ：１，００
０］２５２質量部およびビスフェノールＡのＥＯ２モル付加物［商品名「ニューポールＢ
ＰＥ－２０Ｔ」、三洋化成工業（株）製、Ｍｎ：３１０］１０８質量部を仕込み、１０５
℃で均一攪拌後６０℃まで冷却した。続いて、酢酸エチル５００質量部、重合禁止剤とし
てのハイドロキノンモノメチルエーテル０．１５質量部および（メタ）アクリロイル基を
有するジオール（ｘ）としてのグリセリンモノメタクリレート［商品名「ブレンマーＧＬ
Ｍ」、日油（株）製、Ｍｎ：１６０］４質量部を反応容器中に仕込み均一攪拌した後、イ
ソシアネート成分としての水添ＭＤＩ［商品名「デスモジュールＷ」、住化バイエルウレ
タン（株）製］１３７質量部を仕込んだ。反応容器内の液体を窒素気流下、攪拌しながら
混合して７０～８０℃で１時間反応させた。さらに、反応容器内に硬化促進剤として有機
ビスマス化合物［商品名「ネオスタン　Ｕ－６００」、日東化成（株）製］０．２質量部
を仕込み、７０～８０℃で８時間反応させて、末端に水酸基を有するウレタンプレポリマ
ーの固形分濃度が５０％である溶液（Ａ－１）を、水酸基末端ウレタンポリマー（Ａ）を
含有する溶液として得た。
【０１１９】
〔比較製造例１〕
　冷却管を備えた反応容器中に、ポリエーテルポリオール（ａ）としての前記「ＰＴＭＧ
１０００」３０４質量部および前記「ニューポールＢＰＥ－２０Ｔ」７６質量部を仕込み
、１０５℃で均一攪拌後６０℃まで冷却した。続いて、酢酸エチル５００質量部を反応容
器中に仕込み均一攪拌した後、イソシアネート成分としての水添ＭＤＩ１２０質量部を仕
込んだ。反応容器内の液体を窒素気流下、攪拌しながら混合して７０～８０℃で１時間反
応させた。さらに、反応容器内に前記「ネオスタン　Ｕ－６００」０．２質量部を仕込み
、７０～８０℃で８時間反応させて、末端に水酸基を有するが、（メタ）アクリロイル基
を有しないウレタンプレポリマーの固形分濃度が５０％である溶液（Ａ－２）を、水酸基
末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を含有する溶液として得た。
【０１２０】
〔接着剤組成物１～４および比較用接着剤組成物１～３〕
　表１に示す部数の水酸基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を含有する溶液、テルペンフ
ェノール樹脂（Ｃ）または芳香族変性テルペン樹脂（Ｄ）、イソシアネート成分（Ｂ）、
酢酸エチル、硬化促進剤を配合して、本発明の接着剤組成物１～４および比較用接着剤組
成物１～３を得た。
【０１２１】
　尚、表１における各成分の詳細は以下の通りである。
・溶液（Ａ－１）：製造例１で得られた固形分濃度が５０％である水酸基末端ウレタンプ
レポリマー（Ａ）を含有する溶液；
・溶液（Ａ－２）：比較製造例１で得られた固形分濃度が５０％である水酸基末端ウレタ
ンプレポリマー（Ａ）を含有する溶液；
・テルペンフェノール樹脂（Ｃ－１）：［商品名「ＹＳポリスター　Ｋ－１２５」、ヤス
ハラケミカル（株）製、水酸基価２００ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点１２５℃］；
・テルペンフェノール樹脂（Ｃ－２）：［商品名「ＹＳポリスター　ＴＨ－１３０」、ヤ
スハラケミカル（株）製、水酸基価６０ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点１３０℃］；
・テルペンフェノール樹脂（Ｃ－３）：［商品名「ＹＳポリスター　Ｔ－１００」、ヤス
ハラケミカル（株）製、水酸基価６０ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点１００℃］；
・テルペンフェノール樹脂（Ｃ－４）：［商品名「ＹＳポリスター　Ｔ－８０」、ヤスハ
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ラケミカル（株）製、水酸基価６０ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点８０℃］；
・芳香族変性テルペン樹脂（Ｄ－１）：［商品名「ＹＳポリスター　ＴＲ－１０５」、ヤ
スハラケミカル（株）製、水酸基価０ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点１０５℃］；
・硬化促進剤：ビスマス系触媒［商品名「ネオスタン　Ｕ－６００」、日東化成（株）製
］；および
・イソシアネート成分（Ｂ－１）：ＨＤＩのイソシアヌレート変性物［商品名「デュラネ
ート　ＴＫＡ－１００」、旭化成ケミカルズ（株）製］。
【０１２２】
【表１】

【０１２３】
〔実施例１〕
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　基材としての厚さ１２５μｍの耐加水分解性ＰＥＴフィルムの一方の面に、上記の接着
剤組成物１を、乾燥後の膜厚が５μｍとなるようにバーコーターを用いて塗工し、得られ
た塗膜を８０℃で１分間乾燥させて、タイレイヤーと基材とからなる積層体を得た。上記
の積層体のタイレイヤー側の面に、封止材接着層として用意した厚さ１００μｍのエチレ
ン－酢酸ビニル共重合体（酢酸ビニル含有量９質量％）からなるフィルムを積層した。こ
うして、基材、タイレイヤーおよび封止材接着層がこの順で積層された積層体を得た。
　この積層体を、２３℃相対湿度５０％の環境下に基材側の面が鉛直方向下向きになるよ
うに配置して、この状態で４日間静置する養生工程を行った。養生工程が完了した積層体
を、太陽電池用保護シートとして得た。
【０１２４】
〔実施例２〕
　接着剤組成物１に代えて接着剤組成物２に変更した以外は実施例１と同様にして太陽電
池用保護シートとして作製した。
【０１２５】
〔実施例３〕
　接着剤組成物１に代えて接着剤組成物３に変更した以外は実施例１と同様にして太陽電
池用保護シートとして作製した。
【０１２６】
〔実施例４〕
　接着剤組成物１に代えて接着剤組成物４に変更した以外は実施例１と同様にして太陽電
池用保護シートとして作製した。
【０１２７】
〔比較例１〕
　接着剤組成物１に代えて比較用接着剤組成物１に変更した以外は実施例１と同様にして
太陽電池用保護シートとして作製した。
【０１２８】
〔比較例２〕
　接着剤組成物１に代えて比較用接着剤組成物２に変更した以外は実施例１と同様にして
太陽電池用保護シートとして作製した。
【０１２９】
〔比較例３〕
　接着剤組成物１に代えて比較用接着剤組成物３に変更した以外は実施例１と同様にして
太陽電池用保護シートとして作製した。
【０１３０】
〔外観試験〕
　得られた太陽電池用保護シートから１５ｃｍ×１５ｃｍのテストサンプルを得た。各テ
ストサンプルについて、封止材接着層側が上を向くようにラミネーション装置に載置し、
その封止材接着層側の面に、封止材として厚さ４００μｍのエチレン－酢酸ビニル共重合
体（ＥＶＡ）フィルム［商品名「ウルトラパール」、サンビック（株）製］を２枚重ね、
さらに、その上に、太陽電池用のガラス板として、厚さ３ｍｍの白板強化ガラス［ＡＧＣ
ファブリテック（株）製］を重ねた。こうして得た重積体を、真空状態で１３５℃に加熱
する真空ラミネーションを３分間実施し、続いて、１３５℃にて３分間加圧する熱ラミネ
ーションを３分間実施し、さらに１５０℃の環境下に３０分静置する熱処理を行って、疑
似太陽電池モジュールを得た。
　得られたそれぞれの疑似太陽電池モジュールついて、タイレイヤー層の破壊、タイレイ
ヤーと基材または封止材接着層との界面剥離による外観不良の有無を肉眼で観察した。そ
の結果を表２に示す。なお、比較例１、２、３については、養生期間を７日にしたものを
追加して試験した。
【０１３１】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【０１３２】
　本発明に係る太陽電池用保護シートは、例えば太陽電池モジュールの表面保護シート（
フロントシート）または裏面保護シート（バックシート）として好適に用いられる。
【符号の説明】
【０１３３】
１…太陽電池用保護シート
１１…基材
１２…タイレイヤー
１３…封止材接着層
２…光電変換セル
３…封止材
４…ガラス板
１０…太陽電池モジュール
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